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国保加入者の資格管理を適正に行い、医療費請求点検などにより医療費支出を適正に行う。

国保の加入脱退等にかかる手続きを適正に行い、また、レセプト点検などにより医療費の支出の適正化を図る。
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事業：資格給付管理事業                                

１．資格給付管理事業 

すべての国民が何らかの医療保険制度の対象となる国民皆保険体制が昭和３６年４月に確立されて以来、国民健

康保険は、地域医療の確保と住民の健康増進に大きく貢献し、極めて重要な役割を果たしている。 

しかしながら、国民健康保険を取り巻く状況は、加入構造上、高齢者や低所得者の占める割合が高く、他の医療

保険制度に比べ財政基盤が極めて脆弱な状態にある。こうした中、平成１５年度に平成１７年度までの措置として

拡充強化された保険基盤安定制度、国保財政安定化支援事業及び高額医療費共同事業が継続され、平成１８年１０

月からは、府内の負担の平準化、財政の安定化をはかる目的で保険財政共同安定化事業が実施され、平成２０年４

月からは、前期高齢者の偏在による保険者間の負担の不均衡を、各保険者の加入者数に応じて財政調整する措置な

どが講じられているところである。保険者は、限られた財源のなかで、効率的かつ安定的な制度運営をすることが、

引き続き求められている。 

このため、安定的な財政運営を図り、より一層健全財政を維持していくため、医療給付の適正化を推進するなど、

以下の施策を実施した。 

 

 

 

 

 

 

細事業：資格給付管理事業                             

１．資格給付管理事業 

保険給付の適正化として、診療報酬明細書（レセプト）の資格点検（専任嘱託員）及び内容点検（委託業務）

を実施し、適正な給付事務を行い、医療機関からの過誤調整並びに被保険者による返納金、返戻金及び第三者行

為に係る納付金の求償に努めた。 

  過 誤 ・ 再 審 査 返 納 （ 戻 ） 金 第 三 者行 為納 付 金 

一般分 
件 数           ４，１８６件            １２８件               ７件 

金 額 ５１，２１１，７３０円    ９５８，５２２円 ９７３，６６９円 

退職分 
件 数           １，１６６件                ０件                 ０件 

金 額 １４，６６１，５４０円    ０円 ０円 

合 計 
件 数         ５，３５２件            １２８件               ７件 

金 額 ６５，８７３，２７０円    ９５８，５２２円 ９７３，６６９円 

 

 

 

 

 

 


